
１．決算

28年度 27年度

１．歳入総額 143,332,523 144,370,325 △0.7

２．歳出総額 141,085,397 140,682,612 0.3

３．歳入歳出差引額 2,247,126 3,687,713 △ 39.1

４．翌年度繰越財源 668,585 377,377 77.2

５．実質収支 1,578,541 3,310,336 △ 52.3

６．単年度収支 △ 1,731,795 794,640 △ 317.9

７．積立金 2,747 1,261,015 △ 99.8

８．繰上償還金 10,966 0 皆増

９．積立金取崩額 3,773,333 3,970 94,946.2

10．実質単年度収支 △ 5,491,415 2,051,685 △ 367.7

２．財政指標

区　　　　分 28年度 27年度 増減

１．実質公債費比率 8.3 8.0 0.3

２．経常収支比率 98.0 92.0 6.0

（説明）

平成２８年度　前橋市一般会計決算の概要について

区　　　　　分
決算額（単位：千円）

増減率（％）

・収入よりも支出が多いために多額の基金（37.7億）を崩さざるを得ない状況で
す。また、固定費の支出割合が大きくなってしまっており、財政の硬直性が高
まっていますので、事業の見直しが必要な状況になっています。

・歳入では、地方交付税の合併特例終了等による大幅な減少、地方消費税交
付金の減少や臨時財政対策債の減少等により、一般財源収入が大幅に減少
しました（約33億）。

・歳出では、生活保護・介護給付費・訓練等給付費・障害児通所支援事業等
の扶助費の増加や施設の老朽化に伴う更新、補修等の増加により、経常的
な一般財源支出が増加しました。（約15.2億）

・以上の結果、実質的な単年度の収支である実質単年度収支は54.9億の赤
字となり、また、経常的な収入に占める経常的な支出の割合で財政の弾力性
を図る指標である経常収支比率が98.0％となりました。
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○合併算定替（市町村の合併の特例に関する法律第１７条）

0.1

15年（H32)

（説明）

※交付税については、計算上の必要額（基準財政需要額）と収入額（基
準財政収入額）の差額が交付されるものですので、実際の減少額はこ
のままの数値ではありません。

（大胡・宮城・粕川合併後１０年間、富士見合併後５年間＝平成２６年度まで）

交付税
増額分

0.9

合併算定替による
普通交付税の増加額

0.7

0.5

0.3

激変緩和期間

・合併後１０年間（富士見合併からは５年間）は、合併していないのと同
様の計算で普通交付税を交付されますが、合併後１０年を経過すると特
例が終了し、１年目１割、２年目３割、３年目５割と順次、特例が減額さ
れ、６年目には特例がなくなります。

合併 10年（H27)

・本市の場合、特例により３１億ほど増額がされています。平成２６年度
で合併後１０年が経過しましたので、平成２７年度から順次、普通交付
税が減額されています。平成２７年度は約３億、平成２８年度はさらに
４．５億と順次減額され、平成３２年度では平成２６年度と比べて３１．７
億が減額となる計算です。

合併による普通交付税の算定の特例（合併算定替）

合併したことにより普通交付税が直ちに減少することは合併の阻害要因となる
ことから、合併後一定期間は、旧市町村が存続したものとみなして普通交付税
を算定。（合算額を措置）


